
●不可解な中東１２日間戦争 

イスラエル軍が６月 13日にイランの核施設や核

科学者、軍幹部らを標的に奇襲攻撃を開始し、イラ

ンがそれに応戦して以来、連日続いていた戦いは、

アメリカが中東の現地時間 22日未明にイランの主

要核施設 3カ所（フォルドウ、ナタンズ、イスファハ

ン）を１４発のバンカー バスターで空爆したことで、

一気に激化し拡大するかと思われた。 

これに対してイランはカタール政府と米軍に、攻撃

を事前に通知した後、現地時間 23日夜、カタール

にあるアルウデイド米空軍基地に向けて、米軍と同

数の 14発のミサイルを発射した。 

カタールはミサイルはすべて迎撃したと発表。ドナ

ルド・トランプ米大統領は、アメリカにもカタールにも

死傷者は出ていないと述べた。 

イランによるこの米軍基地攻撃は事態激化の逆の

効果をもたらし、その約 5時間後にはトランプ氏が、

イランとイスラエルが停戦で合意したと発表。 さらに

トランプ氏は、米東部時間 24日午前 1時には「停戦

合意が発効した」と発表。これからまもなく、イスラエ

ルは正式に停戦受け入れを発表し、１２日戦争は終

結した。イスラエル、イラン、米軍ともに「相手に多大

な損害を与えて、勝利したと発表した。特に米軍の

目的であった核施設の完全破壊は、確認されていな

い。これからどのように収束していくのだろうか？ 

●米国によるイラン直接攻撃バンカーバスターとは 

米空軍が配備するバンカーバスター「GBU57 

MOP」は、地下施設破壊用の究極の爆弾である。 

MOPの特徴として、60 メートルものコンクリートを

貫通し、地下 150-200 メートルまでの破壊が可能で

あることが挙げられる。 

これは通常の地下施設や重要施設を一瞬で破壊可

能な力を意味する。 

多くの評論家や専門家が、この爆弾が北朝鮮などの

地下施設に対して有効であると評価している。 

イランは 22日

朝、米軍がイラ

ンの核施設を

攻撃してから初

めてイスラエル

に対してミサイ

ル攻撃を行っ

た。ロイター通

信などによると、商都テルアビブなど各地で爆発音

が響いた。 

 これに先立ち、アラグチ外相は X（ツイッター）で、

米国の攻撃について「言語道断」だと非難し、「イラ

ンには自国の主権や権益、国民を守るため、あらゆ

る選択肢がある」と投稿した。 

 イランはこれまで、米国が軍事介入すれば、中東

の米軍基地などを標的に攻撃を行う姿勢を示してい

た。今後も報復が激化する可能性がある。 

その後は、停戦発効後にイランがミサイルを撃ったと

イスラエルが非難し「テヘラン中心部を攻撃する」と

警告したものの、これに対してトランプ氏が激しく怒

り、記者団にも強い罵倒表現でイランとイスラエルの

双方を非難。その後は停戦が保たれる事態となっ
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た。とはいえ、アメリカによる攻撃でイランの核施設が

実際はどれだけの被害を受けたのか、停戦が今後ど

うなるのか、イランは今後、核開発計画をどうするの

かなど、重要な疑問は残る。 

 

●ハメネイ師、米国は「何も得られなかった」  

イランの最高指導者アリ・ハメネイ師は 26日、イス

ラム共和国とイスラエルの 12日間にわたる戦争で、

米国は核関連施設を攻撃したにもかかわらず、最終

的に「何も得るものがなかった」と述べた。国営メディ

アが声明を伝えた。                                  

ハメネイ師は、24日の停戦

後初となる公の発言で、米

国は「戦争に直接関与し、

介入を拒めばシオニスト政

権が完全に崩壊すると確信していた」と指摘。また、

「米国はこの戦争から何も得られなかった」と述べ、

「イスラム共和国は勝利し、報復として米国に痛烈な

一撃を加えた」と強調した。 

ハメネイ師はさらに、国営メディアが伝えた声明の

中で、自国の報復攻撃により「シオニスト政権はほぼ

崩壊し、イスラム共和国の攻撃の下で粉砕された」と

述べた。 

3か国とも自分の国が勝利し、相手国が壊滅した

と述べている。これで本当に戦争が収まるのだろう

か？ 

 

●NATO首脳会議が開幕 国防費 GDP5％合意へ  

北大西洋条約機構（NATO）首脳会議の関連行

事が 6月 24日、オランダ・ハーグで始まり、25日ま

での会議が開幕した。 

ロシアの脅威をにらんだ欧州防衛への関与に消

極的なトランプ米大統領の要請を受け、加盟国の国

防費支出を国内総生産（GDP）比 5％に引き上げる

新たな目標の設定で合意した。 

 従来の防衛費の目標は 2%以上だった。だが、その

2%でも下回っている国が 2024年時点でスペインやイ

タリアなど 9カ国あり、5%の達成は容易ではない。新

目標の達成期限は 35年までとゆとりをもたせた。 

 5%の内訳は、兵器調達など「中核的な防衛費」の

3・5%と関連投資の 1・5%。ウクライナへの軍事支援も

自国の防衛費に含めるとしたほか、関連投資にはイ

ンフラ投資など幅広い項目が入っており、トランプ氏

の 5%への増額要求に応えるための「苦肉の策」とも

言える。 

NATOに懐疑的なトランプ米大統領をつなぎとめ

る狙いがあるが、多くの加盟国にとって財政負担は

重く、目標の達成は見通せない。 

イスラエルとイランが停戦合意したイラン情勢も協

議し、NATO としてイランの核保有阻止の立場を確

認した。（日本の防衛関連経費は国内総生産の１．

８％で９．９兆円であるが、５％ととすれば２７兆５０００

億円になる。日本への圧力は？） 

残念なことにウクライナ問題は討議されることなく

全般的に米国のペースで終始した感がある。 

 

●NATO日本事務所開設を断念 「もう協議せず」 

 北大西洋条約機構（NATO）当局者は 6月 24日、

日本での連絡事務所開設について「現在はもう協議

されていない」と述べ、事実上断念したことを明らか

にした。 

 アジア太平洋地域との連携強化を進める NATO

が日本事務所開設を検討していることは 2023年に

表面化し、中国やロシアが反発。フランスのマクロン

大統領が開設に反対し、23年 7月に当時のストルテ

ンベルグ NATO事務総長は「将来検討することにな

る」としていた。   日本にとって NATO との連携の

将来は？ 


